
Ⅶ、居住支援法人等について



○入居の実績のある対象者としては、「高齢者」が83.1％、「生活保護受給者」が77.8％、「低額所得者」が72.8％である。
○得意とする対象者としては、「高齢者」が38.7％、「生活保護受給者」が11.9％、「精神障害者」8.6％である。

○入居支援の対象者と実績及び最も得意とする対象者（全国）※フェースシート調査（実施期間：令和２年７月19日～８月31日）

出典：令和２年度居住支援活動等の普及・促進に
関する調査・検討業務報告書（国土交通省）

居住支援法人等について
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１、居住支援法人について



○大阪府では、「低額所得者」「高齢者」「障害者」「子育て世帯」
「外国人」ともに、１万世帯（人）当たり法人が全国よりも多い。

○住宅確保要配慮者と属性別法人数（全国）

出典：令和２年度居住支援活動等の普及・促進に関する調査・検討業務報告書（国土交通省）

※フェースシート調査（実施期間：令和２年７月19日～８月31日）
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居住支援法人等について



府指定の居住支援法人一覧（R3.1末時点）
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居住支援法人等について



府指定の居住支援法人一覧（R3.1末時点）
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居住支援法人等について



対象事業者 セーフティネット住宅の登録等に協力する不動産事業者（協力店）

※全事業者が実際にセーフティネット住宅を登録をしているわけではない

対象事業者数 ５７１社

期間 令和３年１月２９日から令和３年３月１９日

回答者数 ２０２社 （令和３年３月１９日時点）

回答率 ３５．４％（令和３年３月１９日時点）

質問項目

１．住宅セーフティネット制度の認知度
２．セーフティネット住宅情報提供システムの認知度
３．住まい探しの相談時に利用する不動産検索システムの種類
４．住宅確保要配慮者からの相談件数（対象期間：2020年1月1日～12月31日）
５．家賃４万円以下の賃貸住宅の契約件数（対象件数：2020年1月1日～12月31日）
６．居住支援法人等との連携
７．家賃債務保証業者が行う見守り等の独自サービスの利用状況
８．住宅確保要配慮者への居住支援に関して大阪府に期待することについて（自由記述）

住宅セーフティネット制度に関する協力店アンケート調査
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居住支援法人等について

２、協力店について


